
【資料4】①
【自動車運送事業】経営比較分析表（令和3年度決算）

宮城県　仙台市

業務名 業種名 事業名 管理者の情報 H29 H30 R01 R02 R03

27,906 29,653

資金不足比率（％） 営業路線（km） 年間走行キロ（千km） 在籍車両数（両） 他会計負担額（千円） 3,037,123 3,108,864 2,762,991

法適用 交通事業 自動車運送事業 自治体職員 年間輸送人員（千人） 38,765 38,527 37,571

3,329,368

職員数（人） 管理の委託割合（％） 民間事業者の有無 地域公共交通計画策定の有無

570 49.1 有 有

3,006,534

5.6 563.0 12,848 466

H29 H30 R01 R02

※民間事業者の有無とは、行政区域内で民間バス事業者が運行しているかどうかを指す。 分析欄

1. 経営の健全性 1. 経営の健全性について

〇事業の状況
　本市バス事業においては、令和3年3月に策定した
「仙台市交通事業経営計画（令和3～12年度）」に基
づき、利用状況に応じた運行効率化やバス運転業務の
管理の委託等の経営改善に取り組んでいる。
　令和3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響か
らの乗車人員の回復により、表①経常収支比率及び表
②営業収支比率が対前年度で回復した。
　単年度損益について引き続き赤字となったことか
ら、累積欠損金は対前年度で増加となり、表④累積欠
損金比率も悪化した。
　資金繰りの悪化に対して、特別減収対策企業債5億
円を起債することで、資金不足比率を5.6％にとど
め、経営健全化団体への転落を回避した。しかしなが
ら、表③のとおり流動比率は57.0%と低位にあり、資
金繰り安定のための対策が必要である。
〇独立採算の状況
　表⑥のとおり利用者１回当たり運行経費は対前年度
で27.9円減少したが、これは前掲の乗車人員の回復と
便数調整による運行効率化によるものと考えられる。
　一般会計の負担額は令和3年度で約33億円であり、
国の臨時交付金を財源とする公共交通運行継続奨励金
等の増加により、前年度比で増加している。表⑤⑦の
とおり公営企業平均値と比較して非常に高い水準にあ
る。公営企業として補助金への過度な依存は適切でな
いことから、営業収支の改善を図り、負担額の抑制に
取り組んでいく。
〇資産及び負債の状況
　表⑨のとおり、有形固定資産減価償却率は令和元年
度の固定資産台帳修正に伴う減価償却累計額の減少等
により一旦大きく低下したが、IC乗車券システムの減
価償却等により年々上昇している。

H29 H30 R01 R02 R03

当該値 96.0 98.8 96.2 83.1 90.7 当該値 64.9 67.0

R03 H29 H30 R01 R02R03 H29 H30 R01 R02R03

平均値 103.3 102.4 98.5 83.7 89.7 平均値

58.9 64.267.9 51.9 55.9 当該値 44.4 56.5

94.0 93.2 89.9 71.4 76.9 平均値

84.7 121.0 131.857.0 当該値 90.5 92.0

62.9 34.8 35.1 58.4 66.5

2. 経営の効率性について

156.7 155.3 154.2 126.8 108.4 平均値

R01 R02 R03R03 H29 H30R01 R02R01 R02 R03 H29 H30H29

78.583.4 79.2

■当該値⑥ 269.4 263.2 264.8 353.2

27.9 29.3 31.6 66.7 74.9 当該値29.1 30.7 27.8 30.5 34.5 当該値

53.2325.3 平均値 8.0

■当該値⑤ 81.6

■平均値⑥ 180.1 182.9 190.5 244.7 231.7

76.878.3 80.7 73.5 107.7 112.3 当該値

75.4

■平均値⑤ 14.5 14.7 14.2 23.4 23.9

56.9 平均値 77.8 77.4 74.9 74.510.3 平均値 21.9 23.3 29.58.0 7.5 9.6

2. 経営の効率性

全体総括

　需要の減少による慢性的な営業赤字に対し、本市は
従来、人件費の抑制やバス運転業務等の管理の委託な
ど、走行キロあたりの運送原価の縮減を図ることで対
応し、便数等のサービス供給量は極力維持してきた。
　しかし、すでに人件費は指定都市の公営バス事業者
の中では低い水準とし、管理の委託についても法定上
限まで委託を拡大するなど、費用の削減も限界が近づ
き、従来の事業量を維持したままでは資金不足比率が
20%を超過する見通しとなったことから、前掲の令和3
年3月に策定した経営計画では、利用状況に応じた運
行効率化（一定エリアの路線廃止や減便）や運賃改定
に取り組むこととしている。新型コロナウイルス感染
症や生産年齢人口の減少等により今後も厳しい経営環
境が見込まれるが、経営計画に掲げる取り組みを着実
に進め、引き続き経営改善に努めていく。

H29 H30 R01 R02 R03

　本市は、需要が減少していく中でも、不採算路線も
含め便数等のサービス供給量を極力維持していたこと
もあり、表④のとおり乗車効率が低い値となり、表①
②のとおり、走行キロ当たりの収入がキロ当たりの運
送原価を下回る等、運行効率が低い状態にある。
　対民間事業者平均値では、表①～③のとおり走行キ
ロ当たりの収入・費用ともに高い状態にあるが、本市
バスは、東北ブロック管内の民間事業者と比較して都
市部（キロ当たりの収入が多くなる一方、走行に時間
を要し運行経費も高くなる）の走行割合が大きいと考
えられることから、指標値から単純に効率性を比較す
ることは困難である。
　令和3年度においては、路線廃止や需要動向に応じ
た減便を行った結果、年間走行キロが減少したもの
の、燃料費の高騰等により表②の運送原価は上昇し
た。一方で民間事業者平均値も上昇したことから、差
は縮小している。また、表③の人件費は減少し、民間
事業者平均値の差も縮小した。

H30 R01 R02 R03 H29 H30

当該値 500.05 506.47 499.55 395.05

H29 R01 R02 R03R03

13.8285.99 当該値 14.3 14.7 14.1 11.3

H30

745.24 当該値 318.43 308.04 291.11 300.51

H30 R01 R02R03

221.48 平均値 330.16 339.58

753.06 747.26 730.89 743.82

H29H29 H30 R01 R02

※ 2. 経営の効率性　①～③は「一般乗合旅客自動車運送事業要素別原価報告書」（国土交通省）の数値を用いている。

422.12 当該値

18.1 14.2 15.4

※民間事業者平均値は当該団体が所属する標準原価ブロックの民間平均値

198.37 202.09 208.42 平均値 18.4 18.3351.73 350.51 363.02 平均値 193.56 193.73平均値 248.24 249.59 250.69 207.59
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